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コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  600,926  600,926  2,384  -  -  360,404  223,800  14,338  -  - 

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金【低所
得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う低所得世帯
支援

 224,160  224,160  360  223,800 

①コロナ禍における物価高騰の影響が長期化する中、特に非課
税世帯をはじめとした低所得世帯等における負担軽減を図るた
め、一律に給付金を支給する。
②③
【給付金】計224,160千円（支給実績）
R5住民税非課税世帯7,460×30千円=223,800千円
家計急変世帯等12世帯×30千円=360千円
④令和5年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯
※事業No2と一体的に実施
※周知等に係る事業名称は「電力・ガス・食料品等価格高騰重
点支援給付金」とする。

－ － ○ － R5.7 R5.9
給付世帯数
非課税世帯：8,400世帯
家計急変世帯等：100世帯

市HP,広報 R5補正（地）

所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金【低所
得者世帯給
付金】(事
務費)

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  14,338  14,338  14,338  - 

①コロナ禍における物価高騰の影響が長期化する中、特に非課
税世帯をはじめとした低所得世帯等における負担軽減を図るた
め、一律に給付金を支給する。
②③
【事務費】　計14,338千円
・時間外手当250千円
・賃借料286千円（受付会場パネル一式）
・消耗品418千円（コピー用紙3.9千円×10箱=39千円、インク36千
円×6本=216千円、ファイル1千円×60冊=60千円、その他103千
円）
・通信運搬費2,236千円（発送68円×8400通＝572千円、返信

－ － － － R5.7 R5.9
給付世帯数
非課税世帯：8,400世帯
家計急変世帯等：100世帯

市HP,広報 R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
5
.
3

月
・
5
月
通
知

)

3     

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
4
 

.
9
月
通
知

)

4     

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
補
正
・
R
4
予
備

(

R
4
 
.
4
月
通

知

) 5     

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

事
務
費

6     

7 R4 単 ○ －
原油高騰対
策交通事業
者支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

 5,200  5,200  5,200  - 

①コロナ禍における原油価格高騰の影響を強く受けている公共
交通事業者に対し、事業継続を支援するため支援金を給付す
る。
②③④
・高速バス事業者（３社）
【支援金】1路線につき50千円×65便＝3,250千円
市内に乗降停留所がある高速バス路線を運行する事業者
・路線バス事業者（２社）
【支援金】1路線につき300千円×2路線＝600千円
市内を運行する路線を持つ事業者
・タクシー事業者（５社）
【支援金】市内にある事業所等１カ所につき100千円
　　　　　　登録車両1台あたり30千円を加算　最大300千円
（想定）300千円×2事業者=600千円　　280千円×2事業者=560
千円　　 190千円×1事業者=190千円

－ － － － R5.7 R5.9 支援対象への支給率100% 市ＨＰ、対象企業への個別通知 R5補正（地）

8     
9     

10 R4 単 ○ －

物価高騰対
策子育て応
援給付金支
給事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

 21,125  21,125  21,125  - 

①コロナ禍において物価高騰の影響を受ける生活者のうち、未
就学児を養育する保護者を支援するため、一律に給付金を支給
する。
②③
【給付金】未就学児１人あたり10千円×2,000人＝20,000千円
【事務費】　計1,125千円
・消耗品費50千円（コピー用紙3.5千円×3箱=10.5千円、トナー34
千円×1本、ファイル0.6千円×5冊=3千円、その他2.5千円）
・印刷製本費26千円（送付用封筒2000枚×9円×1.1=20千円、返
信用封筒400枚×13.7円×1.1=6千円）
・郵便料244千円（(チラシ1600枚+申請書400枚+決定通知400枚）
×84円=202千円、返信400件×104円=42千円）
・振込手数料220千円（2000件×110円）
・システム改修等委託料585千円
④未就学児を養育する者

－ － ○ － R5.6 R5.12 給付人数2,000人 市HP、公式LINE R5補正（地）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 0478-50-1206
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
                                                                                                     - 

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

                                                                                                       - 

地方公共団体名 香取市 seisaku@city.katori.lg.jp
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
                                                                                                     - 

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

                                                                                                    175 

都道府県・市町村コード（５桁） 12236 国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）                                                                                                                               2,384 
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
                                                                                                     - 

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

                                                                                                 2,209 

 地方単独事業費                                                                                                                               2,384 
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
                                                                                            248,241 小計　交付限度額①＋②＋③                                                                                                  2,384 

 国庫補助事業費                                                                                                                                    - 小計　⑤＋⑥                                                                                             248,241 
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
                                                                                                       - 

担当部局課名 総合政策部企画政策課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）                                                                                                                                    - 
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
                                                                                            160,209 

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

                                                                                                       - 

担当者氏名 金田　祐輔  地方単独事業費                                                                                                                                    - 
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
                                                                                             13,351 

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

                                                                                              248,241 

 国庫補助事業費                                                                                                                                    - 
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
                                                                                               2,384 

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

                                                                                              160,209 

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）                                                                                                                                    - 
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
                                                                                                     - 

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

                                                                                                63,591 

 地方単独事業費                                                                                                                                    - 
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
                                                                                                     - 小計　交付限度額⑦＋⑧                                                                                               223,800 

 国庫補助事業費                                                                                                                                    - 
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
                                                                                                     - 

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

                                                                                                13,351 

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）                                                                                                                           360,404 小計　⑤＋⑥                                                                                                      - 
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
                                                                                                 5,299 

 地方単独事業費                                                                                                                           360,404 
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
                                                                                             63,591 小計　交付限度額⑨＋⑩                                                                                                 18,650 

 国庫補助事業費                                                                                                                                    - 
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
                                                                                                 987 

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）                                                                                                                           223,800 
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
                                                                                               2,384 

 地方単独事業費                                                                                                                           223,800 
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
                                                                                                     - 

 国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）                                                                                                                             14,338 
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
                                                                                                     - 

 地方単独事業費                                                                                                                             14,338 
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
                                                                                            248,241 

小計　⑤＋⑥                                                                                             248,241 

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

                                                                                            223,800 

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

                                                                                             14,338 

配分予定額計                                                                                             488,763 

移替先  総務省  交付限度額計                                                                                               493,075 

交付金の区分

Ｂ３ Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

交付対象経費
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

Ｂ３ Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

11 R4 単 ○ －

物価高騰対
策妊産婦応
援給付金支
給事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

 2,979  2,979  2,979  - 

①コロナ禍において電気・ガス・食料品等価格高騰の影響を受け
る生活者のうち、妊産婦の負担を軽減するため一律に給付金を
支給する。
②③
【給付金】妊婦１人あたり10千円×285人＝2,850千円
【事務費】　計129千円
・消耗品費10千円（コピー用紙5千円×１箱、ファイル0.6千円×5
冊=3千円、その他2千円）
・印刷製本費9千円（(送付用封筒300枚+決定通知用封筒300枚)
×7.5円×1.1=5千円、返信用封筒300枚×9.8円×1.1=4千円）
・通信運搬費78千円（（チラシ285枚+決定通知285枚）×84円=48
千円、返信285通×104円=30千円）
振込手数料32千円（285件×110円）
④母子健康手帳を有する者

－ － ○ － R5.6 R5.11 給付人数285人 市HP、公式LINE R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

物価高騰対
策民間保育
施設等支援
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

 20,400  20,400  20,400  - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格等の高騰を踏まえ、安定した
施設運営や良質な副食提供を支援するため、民間保育施設等に
対し支援金を給付する。
②③
【支援金】
・副食費相当
民間保育所児童数1,131人×国基準副食費4,700円×12月分×
物価上昇率15%≒9,561千円
民間幼稚園児童数76人×国基準副食費4,700円×11月分×物
価上昇率15%≒589千円
・光熱費等相当
在籍児童150人以上　1,500千円×2施設=3,000千円
在籍児童100人以上　1,000千円×3施設=3,000千円
在籍児童75人以上　　　750千円×1施設=750千円
在籍児童50人以上　　　500千円×1施設=500千円
在籍児童50人未満　　　300千円×10施設=3,000千円
④民間事業者が運営する市内の保育所、こども園、地域型保育
施設、幼稚園、児童クラブ

－ － － － R5.4 R6.3 支援対象への支給率100% 市ＨＰ、対象団体への個別通知 R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

公立保育所
副食材料費
高騰対策事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

 2,419  2,419  2,419  - 

①公立保育所の副食はコロナ禍における物価高騰の影響を受け
ており、保護者の負担を増やすことなく、園児に良質な副食を継
続して提供するため、物価上昇率相当分の予算を増額する。（教
職員分は除く）
②③
【賄材料費】
児童数286人×国基準副食費4,700円×12月×物価上昇率
15%=2,419千円
④市内公立保育所に通所する園児とその保護者

－ － － － R5.4 R6.3
食材費高騰を理由とする副食費の
値上げ…ゼロ

市HP、献立表への掲載 R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

エネルギー
価格高騰対
策農業者支
援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
⑥農林水産業

における物価高
騰対策支援

 22,784  22,784  22,784  - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受けている農
業者の事業継続を支援するため、事業経営に用いる電気・ガス
及び重油等の価格高騰分の一部を支援する。
②③
令和４年度の年間動力光熱費が60万円以上の場合、年間動力
光熱費を農業物価指数(120%)で除して得た額との差額の10%を支
援金として給付。（最大100千円）
＜支援金＞22,500千円（想定75千円×300者）
＜事務費＞284千円
・振込手数料33千円（300件×110円）
・印刷製本費200千円（パンフ4,000部×50円）
・郵送料51千円（600通×84円）
※年間動力光熱費が著しく高騰した農業者に対しては、予算の
範囲内で追加支給を行う場合がある。
④市内の農業者

－ － － － R5.7 R5.12 給付数300者 市HP,広報 R5補正（地）

15 R4 単 ○ －
飼料高騰対
策畜産業者
支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
⑥農林水産業

における物価高
騰対策支援

 35,586  35,586  35,586  - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格等の高騰や不安定な世界情
勢による輸入飼料の高騰が続いており、輸入飼料を多く使用す
る畜産業者の経営が圧迫されている。高騰する飼料費の一部に
対し支援金を給付し、畜産業者の負担軽減を図る。
②③
【支援金】35,586千円
・乳用牛2,200頭×3,000円＝6,600千円
・肉用牛1,400頭×3,000円÷5＝840千円
・養豚57,000頭×3,000円÷10＝17,100千円
・採卵鶏1,620,000羽×3,000円÷440≒11,046千円
※単価3,000円は市の積算により設定。乳用牛を基準とし、それ
ぞれ家畜の種類により単価を調整。
④市内に住所を有する個人畜産経営者、納税地が市内である法
人、代表者の住所が市内にある法人

－ － － － R5.7 R5.12 給付数50者 市HP、対象者への個別通知 R5補正（地）

16 R4 単 ○ －

キャッシュレ
ス決済ポイ
ント還元事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え
等を通じた生活

者支援
 70,400  70,400  70,400  - 

①アフターコロナにおける物価高騰が長期化する中、地域経済
活性化のため、対象キャッシュレス決済を使用して市内対象店舗
を利用した方にポイント還元を行うとともに、キャッシュレス決済
の導入・活用促進による事業者支援を図る。
②③
・キャッシュレス決済ポイント還元業務委託料　70,400千円
　（うちポイント還元分50,200千円）　（うち委託業務経費20,200千
円）
第１弾…還元率：20%　・還元額上限：5,000円/決済アカウント
第２弾…還元率：30%　・還元額上限：5,000円/決済アカウント
④市内中小事業者、市内対象店舗利用者

－ － － － R5.9 R6.3
キャンペーン対象のキャッシュレス
決済額：1億9,300万円

市HP、広報、商工会議所等を通じ
た周知、ポスター等

R5補正（地）

17 R4 単 ○ －
物価高騰対
策商店会等
支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

 2,520  2,520  2,520  - 

①コロナ禍により集客力が弱まっている商店会等において、管理
している街路灯などの電気料等の高騰が、商店会等を構成する
多くの中小企業の事業活動の負担増となっていることから、支援
金を給付し事業活動の活性化を図る。
②③
【支援金】2,510千円
・均等割    　17商店街×3万円＝  510千円
・会員数割     400件×5千円＝  2,000千円
【事務費】10千円
・郵送費6千円 (140円+84円+84円)×17通）
・消耗品4千円（コピー用紙3.9円×1箱）
④市内商店会等

－ － － － R5.6 R6.2 給付数17件
市HP、広報、商工会議所等を通じ
た周知

R5補正（地）

18 R4 単 ○ －

エネルギー
価格高騰対
策中小企業
者支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

 76,631  76,631  76,631  - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受けている市
内中小企業者の事業継続を支援するため、事業に用いる電気及
びガスの使用料金の一部を支援する。
②③
令和３年度と４年度の電気及びガス使用量の差が100千円以上
の企業に対し、差額の10%を支援金として給付する。（支給上限
100千円）
＜支援金＞76,000千円（42千円×約1800社を想定）
<事務費＞631千円
・消耗品411千円（トナー(黒)16.6千円×5＝83千円、(カラー)18.3
千円×3色×5本＝275千円、コピー用紙3.9千円×10箱＝39千
円、ファイル1.2千円×10冊＝12千円、ポストイット1.8千円×1セッ
ト＝2千円）
・振込手数料220千円（110円×2,000件(1,800+追加交付・エラー
分200）
※価格差が顕著であった場合は対象事業者に追加の交付を行う
場合がある。

－ － － － R5.7 R6.2 給付企業数1,000社
市HP、広報、商工会議所等を通じ
た周知

R5補正（地）

19 R4 単 ○ －

小中学校学
校給食賄材
料費高騰対
策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

 29,260  29,260  29,260  - 

①小中学校の給食はコロナ禍における物価高騰の影響を受けて
おり、保護者の負担を増やすことなく、児童生徒に良質な給食を
継続して提供するため、物価上昇率相当分の予算を増額する。
（教職員分は除く）
②③
【賄材料費】29,260千円
当初予算額268,230千円×8/11月（R5.7～R6.3）×物価上昇率
15%
④市内小中学校に通学する児童生徒とその保護者

－ － － － R5.7 R6.3
食材費高騰を理由とする給食費の
値上げ…ゼロ

市HP、献立表への掲載 R5補正（地）

20 R4 単 ○ －

原油高騰対
策交通事業
者支援事業
（追加分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

 2,600  2,600  2,600  - 

①コロナ禍における原油価格高騰の影響を強く受けている公共
交通事業者に対し、事業継続を支援するため支援金を給付す
る。
②③④
【支援金】2,600千円
・高速バス事業者（３社）
1路線につき25千円×65便＝1,625千円
市内に乗降停留所がある高速バス路線を運行する事業者
・路線バス事業者（２社）
1路線につき150千円×2路線＝300千円
市内を運行する路線を持つ事業者
・タクシー事業者（５社）
市内にある事業所等１カ所につき50千円
登録車両1台あたり15千円を加算　最大150千円
（想定）150千円×2事業者=300千円　　140千円×2事業者=280
千円　　 95千円×1事業者=95千円

－ － － － R5.12 R6.2 支援対象への支給率100% 市ＨＰ、対象企業への個別通知 R5補正（地）

21 R4 単 ○ －

物価高騰対
策介護サー
ビス事業所
支援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

 9,850  9,850  9,850  - 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている介護サービス
提供事業所に対し、安定的なサービス提供体制の継続を支援す
るため支援金を給付する。
②③
【支援金】9,850千円
・訪問系サービス100千円×21事業所
・通所系サービス150千円×19事業所
・施設系サービス（定員39名以下）200千円×11事業所
・施設系サービス（定員40名以上）300千円×9事業所
④市内の介護サービス提供事業所

－ － － － R6.1 R6.3 対象60事業者への給付 市HP,対象事業者への個別通知 R5補正（地）

22 R4 単 ○ －

物価高騰対
策障害福祉
サービス事
業所支援事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

 10,250  10,250  10,250  - 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている障害福祉サー
ビス提供事業所に対し、安定的なサービス提供体制の継続を支
援するため支援金を給付する。
②③
【支援金】10,250千円
・訪問系サービス100千円×5事業所
・通所系サービス150千円×17事業所
・施設系サービス（定員39名以下）200千円×33事業所
・施設系サービス（定員40名以上）300千円×2事業所
④市内の障害福祉サービス提供事業所

－ － － － R6.1 R6.3 対象57事業所への給付 市HP,対象事業者への個別通知 R5補正（地）
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

Ｂ３ Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

23 R4 単 ○ －

妊婦・子ども
インフルエン
ザワクチン
接種助成事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

 12,018  12,018  12,018  - 

①コロナ禍における子育て世帯支援策として、感染流行が懸念さ
れるインフルエンザのワクチン接種に対し助成を行うことで、子育
て世帯の負担軽減を図る。
②③
【経費】12.018千円
・印刷製本費　予診票10円×12千枚×1.1
・委託料（提携医療機関での接種）　（妊婦210名＋６か月～中学
３年6,229名＋２回目接種4,881名）×想定70%×80%×1,500円
・助成金（提携医療機関以外での接種に対する還付）　（妊婦210
名＋６か月～中学３年6,229名＋２回目接種4,881名）×想定70%
×20%×1,500円
④妊婦及び６か月～中学生までの児童生徒（６か月～12歳は２
回接種分まで対象）

－ － ○ － R5.4 R6.3 接種対象への助成率70% 市HP R5当初（地）

24 R4 単 ○ －

電気料高騰
対策公共下
水道事業会
計繰出・補
助（通常分）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  2,384  2,384  2,384  - 

①コロナ禍における電気料等高騰の影響で採算が悪化している
公共下水道事業について、下水道使用料の増額等による市民の
負担増を回避しつつ、事業の継続を図るため、電気料高騰分に
対し補助金を交付する。
②③
【補助金】2,384千円
・電気料　R5燃料調整費等を加味した見込額と、R2実績の差額
12,510千円のうち、2,384千円
④香取市公共下水道事業会計
※No.24～25一体の事業。事業費合計12,510千円

－ － － － R5.4 R6.3
電気料高騰に起因する下水道使
用料の増額…０件

市HP R5当初（地）

25 R4 単 ○ －

電気料高騰
対策公共下
水道事業会
計繰出・補
助（重点交
付金分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

生活インフラである公共下水道事業に対
しエネルギー高騰対策支援を実施する
ことで、市民への負担転嫁を抑制し、間
接的に生活者への支援が実施できると
考えるため。

 10,126  10,126  10,126  - 

①コロナ禍における電気料等高騰の影響で採算が悪化している
公共下水道事業について、下水道使用料の増額等による市民の
負担増を回避しつつ、事業の継続を図るため、電気料高騰分に
対し補助金を交付する。
②③
【補助金】10,126千円
・電気料　R5燃料調整費等を加味した見込額と、R2実績の差額
12,510千円のうち、10,126千円
④香取市公共下水道事業会計
※No.24～25一体の事業。事業費合計12,510千円

－ ○ － － R5.4 R6.3
電気料高騰に起因する下水道使
用料の増額…０件

市HP

公表ページURL
https://www.city.katori
.lg.jp/government/plan_
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26 R4 単 ○ －
佐原の大祭
誘客支援事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

 4,000  4,000  4,000  - 

①佐原の大祭は毎年夏と秋に開催され、ユネスコ無形文化遺産
にも認定された香取市を代表する観光イベントでもある。新型コ
ロナウイルス感染症の５類移行を受け、本年は観光客の大幅な
増加が見込まれるが、昨今の物価高騰の影響により十分な受入
態勢がとれない恐れがあることから、実行委員会への補助金を
上乗せし、安全な大祭運営を支援する。
②③
【補助金】物価高騰による増額が見込まれる4,000千円（ステージ
設営費+2,400千円、雑踏警備委託+700千円、仮設トイレ設営
+900千円等）
④佐原の大祭実行委員会

－ － － － R5.4 R6.2
祭礼に係る観光入込客数64万１千
人（R4実績）
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27 R4 単 ○ －
公立小中学
校電気料高
騰対策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

物価高騰の影響は広く公共施設にも及
んでいるが、公立小中学校はその高騰
を転嫁できず教育の質の低下を招きか
ねない。コロナ禍で整備の進んだGIGA
スクール構想や空調整備等も踏まえると
電気需要が以前よりも高まっていること
から、電気料高騰分へ交付金を充当す
ることで、教育サービスの維持が図られ
ると考える。

 21,896  21,896  21,896  - 

①コロナ禍における物価高騰の影響は広く公共施設にも及んで
いるが、公立小中学校はその高騰を転嫁できず教育の質の低下
を招きかねない。コロナ禍で整備の進んだGIGAスクール関連設
備や空調整備等も踏まえると電気需要が以前よりも高まっている
ことから、電気料高騰分へ交付金を充当することで、教育サービ
スの維持を図る。
②③
【電気料】市内15小学校及び7中学校の電気料（統合による廃校
分等を除く）
R５利用料金見込額とR２実績の差額 21,896千円
④市内小中学校に通学する児童生徒

－ － － － R5.4 R6.3
教室学習における熱中症の発症：
０件
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